




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（中京大学大学院生法学研究論集 Vol. 1. 1981年）
（12）民法1030条「贈与は、相続開始前の１年間にしたものに限り、前条の規定
によりその価額を算入する。当事者双方が遺留分権利者に損害を加えること
を知って贈与をしたときは、１年前の日より前にしたものについても、同様
とする。」
（13）中川善之助＝加藤永一編「新版注釈民法（28）相続（3）補訂版」463頁
〔中川淳〕（有斐閣、2002年）
（14）最判昭和57年３月４日民集36巻３号241頁
（15）最判昭和41年７月14日民集20巻６号1183頁
（16）泉久雄「相続法論集」637頁以下（信山社出版、1993年）
（17）最判昭和35年７月19日民集14巻９号1779頁
（18）高木多喜男「遺留分制度の研究」151頁以下（成分堂、1981年）
（19）鈴木禄弥「相続法講義　改訂版」172頁以下（創文社、1996年）
（20）泉久雄　前掲注16
（21）梅謙次郎「民法要義巻之五相続編」（復刻版）433頁以下（有斐閣、1984年）
（22）鈴木禄弥　前掲注19
（23）半田吉信「遺留分減殺請求権の期間制限」法時55巻４号49頁
（24）槇悌次「遺留分の減殺請求」家族法体系Ⅶ　285頁以下（有斐閣、1960
年）・谷田貝三郎「遺留分減殺請求後の転得者に対する減殺請求の許否」法時
33巻２号92頁
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（25）鈴木禄弥　前掲注19
（26）最判昭和51年８月30日民集30巻７号768頁
　　価額弁償の意義について「民法1041条１項が…目的物を返還するか、価額
を弁償するかを義務者である受贈者又は受遺者にゆだねたのは、価額の弁償
を認めても遺留分権利者の生活保障上支障を来すことにはならず、一方これ
を認めることによって、被相続人生石を尊重しつつ、すでに目的物の上に利
害関係を生じた受贈者又は受遺者と遺留分権利者との利益の調和を図ること
ができるとの理由に基づくもの」と判示した。
（27）鈴木禄弥　前掲注19
第３節　遺留分減殺請求と価額弁償制度
　遺留分減殺請求と密接な関係にある制度が民法1041条に規定されてい
る価額弁償制度である。
　遺留分減殺請求を受けた相手方は、その対象財産が特定されているかぎ
り原則として現物を返還しなければならない（現物返還主義）。これにつ
いては、受贈者・受遺者に目的物を帰属させるという被相続人の意思を尊
重するため、受贈者・受遺者の保護のために、現物返還に代えて減殺請求
の限度でその目的物の価額を遺留分権利者に対して支払うことによって目
的物の返還義務を免れることができる制度を認めている（民法1041条１
項、価額弁償）。この価額弁償制度によって遺留分制度における現物返還
の原則は、建前だけのものになってしまったことはいうまでもない。結
局、遺留分減殺請求は金銭的価値を確保するための権利に過ぎないという
ことになった。
　価額弁償の効力発生時期については、受贈者等が価額弁償を意思表示し
た時点で認めてしまうと遺留分権利者の現物返還請求権が単なる金銭債権
になってしまい、一般債権者と同等の地位になってしまう。しかし、これ
では遺留分権利者の地位が弱くなりすぎてしまう。そこで、価額弁償の効
力発生時期については、現実に遺留分権利者に対して価額弁償が履行され
たとき又は、価額弁償のために弁済の提供を行われた時点で効力が発生す
るとされている
（鯵）
。
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　また税法上でも重要な問題となる評価基準時についてであるが、不動産
の評価基準については、最高裁は「価額弁償における価額算定の基準時
は、現実に弁償がなされたときであり、遺留分権利者において当該価額弁
償を請求する訴訟にあっては、現実に弁償がされるときに最も接着した時
点としての事実審口答弁論終結時である」とした
（梓）
。
　受贈者が遺留分減殺請求を受けるより前に贈与の目的物を第三者に譲渡
して場合については、遺留分権利者に価額弁償をしなければならない（民
法1040条１項）。この規定は、遺贈についても準用される
（圧）
。これらの場合
においても評価時期について問題となる。目的物の価額が上昇していた場
合、すでに目的物を所有していない受贈者に上昇した現在の価額を弁償さ
せるのは不当である。
　判例は、遺贈の目的物を相続開始後に受遺者が譲渡した事案で、受遺者
が遺留分権利者に対してすべき価額弁償の額は、譲渡の価額がその当時に
おいて客観的に相当と認められる場合においては、その譲渡価額を基準と
して算定するべきであると判示している
（斡）
。
　このように相続開始時と評価時との間に差が発生し、これによって弁償
額も大幅に増減することになる場合もある。
　これが遺留分減殺請求訴訟となり当事者間で争われた場合は、更にこの
期間を要することになる。
　また、価額弁償による遺贈への影響についてであるが、通説に従い遺留
分減殺請求の法的性質を形成権＝物権的効力説と解した場合、減殺請求の
相手方が現物返還ではなく価額弁償を選択した場合は減殺請求により相続
開始時まで遡及的に効力を失った遺贈の効力はどうなるのであろうか（こ
こでは遺留分侵害行為を遺贈に限定する）。このことについては、２つの
考え方がある。
　一つ目は遺留分減殺請求によって消滅した遺贈の効果が価額弁償により
相続開始時まで遡及的に復活すると解すものである。もう一つの考え方と
しては、減殺請求による遺贈の消滅の効果には、価額弁償が行われたとし
ても何の影響も受けないと解すものである。
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　前者は遺留分減殺請求時に最初の遡及効を認め、価額弁償時に第二の遡
及効を認めるというものである。この立場にたてば、減殺請求により遺留
分権利者に帰属した権利は価額弁償によって相続開始時に遡って消滅し、
当該権利は相続開始の時点で被相続人から受遺者に直接移転したものと扱
われる（以下「遺贈復活説」）。
　また、後者は第二の遡及効を認めないという立場であり、この立場にた
てば、減殺請求により遺留分権利者に帰属した権利が価額弁償によって遺
留分権利者から受遺者に移転したものとして扱われる。（以下「遺留分移
転説」
（扱）
）。
　このように上記の二つの説では、権利の移転時期に関して大きな違いが
あり、この違いは、課税問題に大きな影響を与えることとなる。
註
（28）最判昭和54年７月10日民集33巻５号562頁
（29）最判昭和51年８月30日民集307号768頁
（30）中川淳　前掲注13
（31）最判平成10年３月10日民集52巻２号319頁
　　内田貴「民法Ⅳ補訂版親族・相続」514頁以下（東京大学出版、2004年）
（32）泉純平「遺留分減殺請求を巡る課税問題の研究」99頁以下　税研 21巻２号
（通号123号）
第４節　遺留分減殺請求と課税
　第１款　総説
　我が国は相続によって、財産を取得した際にその者の担税力の増加に着
目して相続税という税負担を課すとしている。そして、その一方で長期間
資産を保有した被相続人の財産が他に移転したとして被相続人の保有期間
内に蓄積した資産の値上がり増加益を精算させる必要があると考え、相続
時に譲渡課税という方法によって精算させようとしたのである。つまり、
相続の際に、相続人に対しては相続税、被相続人の資産の値上がり増加益
に対しては譲渡課税という税負担を求めたのである。
（388）
88
　しかし、この税負担に関しては相続時に二つの税負担を強いることに対
して、相続人の納得を得ることが難しく、現行所得税法では、個人が限定
承認を行った場合（包括遺贈のうち限定承認にかかわるものを含む）と法
人への遺贈・贈与の場合のみに「みなし譲渡課税」を限定した（所得税法
59条）。それ以外の場合においては、相続に際して譲渡課税は行われず、
相続人が次回相続財産を処分した際に被相続人の取得価格を引き継ぐとさ
れている。
　このような方法がとられるのは、相続人が当該財産を処分する時に被相
続人時代の値上がり増加益に対する課税を繰り延べすることはできるが、
法人に対して遺贈等がなされた場合はこのような取得価格の引継ぎが不可
能なため、いったん相続開始時において精算を行わなければならず、みな
し譲渡課税をしなければならないのである。
　遺留分自体は、先に述べたように減殺請求がなされるまでその効力は有
効と考えられているため課税に影響をもたらすものではない。しかし、遺
留分減殺請求が行われることにより課税に影響することもある
（宛）
。
　第二節で述べたように民法の通説では、遺留分減殺請求の法的性質を形
成権＝物権的効力説であると考えており、また判例もこの説を採ってい
る。このように解すると、遺贈等によりまず遺留分を侵害している部分も
含めた財産が受遺者等に帰属し、次に減殺請求が行われることにより、侵
害行為の部分が遺留分権利者に帰属し、その後、目的物が返還されるかも
しくは価額弁償が行われることになる。
　第２款　遺留分減殺請求権の行使時における課税
　減殺請求権行使時の課税についてであるが、民法の通説・判例である形
成権＝物権的効力説に依拠するならば、遺留分請求権者は、請求権行使に
より目的物につき所有権を取得することになるので、申告に反映させなけ
ればならないことになる。すでに申告が済んでいる場合で、遺留分請求権
者が新たに財産を取得する場合には、期限後申告
（姐）
（相続税法30条）、請求
権者自身がすでに申告しており、遺留分減殺請求によって相続財産が増え
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る場合には修正申告（相続税法31条）を行うことになる。また、遺留分
減殺請求によって相続財産が減少する場合には更正の請求（相続税法32
条３号）を行うこととなる。このように両者の関係は表裏の関係であり、
必ず更正の請求および修正申告をしなければならないとするよりも当事者
間で税負担の調整をする余地も残した方がよい。この扱いについては、法
も更正の請求等をすることができるという形で規定することによって可能
とした。このように形成権＝物権的効力説によると遺留分減殺請求権行使
時に著しい変動となる。しかし、実際には遺留分減殺請求はことの始まり
であって、当事者間で紛争が生じることも多い。紛争となった場合は当事
者間の協議や判決等によって返還の範囲や価額弁償金額が具体的に確定す
る。また、具体的に返還等がなされていないのであれば税を負担できない
場合もあることを考慮すれば、具体的金額が確定するのを待ち、更正の請
求や修正申告をするべきではないかという見解も出されていた
（虻）
。通達にお
いても未確定の場合にはその部分について棚上げにして申告することを認
めており（相続税基本通達11の２─４）、また、遺留分減殺請求をされた
受遺者等が更正の請求をする場合における期間について、「減殺請求が
あったことを知った日から４ヶ月以内にしなければならない」という期間
を減殺請求につき争いがある場合には「当事者間に争いがあって調停が行
われたものであるから、調停の成立により当事者間で了解点に到達した調
停成立の日」を知った日とすべきであるとした裁決例
（飴）
もある。
　また、平成15年の相続税法改正により更正の請求事由に「遺留分によ
る減殺の請求に基づき返還すべき、又は弁償すべき額が確定したこと」
（相続税法32条３号）が明文化されることによって、遺留分減殺請求権
の行使段階での課税は、必ずしも必要ではなくなり、具体的金額の確定段
階で調整すればよいと立法的に解決策が導きだされた。
　また、遺留分減殺請求権を行使した者については、形成権＝物権的効力
説の効果を前提とした課税処分がなされる余地があるとした判例
（絢）
も存在し
ている。この判例は「万一遺贈が有効であるとすれば…相続分を侵害して
おりますので、念のため遺留分減殺の請求をいたしておきます」という請
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求をしたケースであり、当該請求を遺留分減殺請求と解し、その形成権と
しての効果を前提とした課税処分を適法と解している。これは、係争中の
財産であっても相続人が相続財産に含まれていると主張している以上、当
該財産を含めて申告することに問題はないとされたものである。
　減殺請求する側とされる側によってこのような課税関係に違いが起きる
ことは、それぞれの立場の違いからくるものであり、矛盾するように思え
るが、減殺請求をする者にとっては、遺留分は自己の相続財産に含まれて
いると権利主張するのであるから、それを含めて申告することは当然であ
り、他方、減殺請求を受けた者についてはその請求額について争いをして
いる中で更正の請求を行わせることは酷であると判断されたからである。
しかし、このような課税状況については、「課税に都合が良い場合分け」
であると批判を受けざるを得ない。
　このように、遺留分減殺請求権の行使段階で形成権＝物権的効力説を採
ることは、理論的には可能であるが、現実の課税を考えると相当に複雑で
あり、煩雑であるということができる。このことを考えれば、筆者は次の
段階である現物返還・価額弁償時に課税を調整することが適当ではないか
と考える。
　第３款　現物返還・価額弁償時における課税
　遺留分減殺請求権を前述した形成権＝物権的効力説と解すると、前款で
述べたように減殺請求権の行使時に申告することとなり、実際に現物返還
がなされた時点では原則として申告等は不要である。しかし、当初申告し
た内容で金額等に変動が生じた場合にはその限りで修正申告や更正の請求
をする必要がある。これは、減殺請求を受ける側である受遺者でも同じ扱
いとなる。したがって、遺留分権利者は遺留分についての相続税とみなし
譲渡のうち遺留分相当額の減額という結果が確定し、受遺者側では、遺留
分相当額の受贈益の減額と当該財産の取得費の減額という処理が確定する
ことになる。
　価額弁償が行われた場合は少し複雑になる。価額弁償金が支払われた場
（385）
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合、弁償金を支払う受遺者等、代償金を受け取る側の遺留分権利者双方に
新たな課税関係が生じるからである。これは、価額弁償金を当該遺産の一
部を処分して支払った場合は、当該財産の処分が代償分割にあたるものな
のか（この場合は支払者に譲渡所得課税）、それとも価額弁償の為に当該
財産の取得をあきらめて処分したのか（この場合は、換価分割とされるの
で支払者、請求者双方の持ち分に応じて譲渡所得課税）という問題が生じ
る。また、遺留分減殺請求権利者は減殺請求権行使時の段階で一度減殺請
求の目的物の権利を取得することになる。その後、価額弁償を受け、先に
取得した目的物の権利が受遺者等に戻るということは、価額弁償金が目的
物の対価として取得したと構成することもできうるからである。
　このことについては第五節で詳しく検討する。
註
（33）三木義一「遺留分減殺請求と税―税法の立場から―」301頁以下 久喜忠彦
編『遺言と遺留分・第２巻遺留分』（日本評論社・2003年）
（34）「期限後申告」とは、期限内申告書を提出すべき義務のある者は、期限内申
告書の提出期限後においても、税務署長の課税価格および相続税額又は贈与
税額の決定の通知があるまでは、相続税申告書又は、贈与税申告書を提出す
ることができる。相続又は遺贈によって財産を取得した者で、相続の開始又
は遺贈のあったことを知った被の翌日から10 ヶ月以内に期限内申告書の提出
の義務がなかったが、その後遺留分による減殺の請求があったなどの一定の
事由があり、新たに納付すべき相続税額があることとなった者は、期限後申
告書を提出することができるという制度である。
（35）三木義一「相続・贈与と税の判例総合解説」82頁以下（信山社、2005年）
（36）昭和51年１月19日裁決事例集11号67頁、平成12年６月23日裁決事例集59号
262頁など
（37）福岡高判平成１年７月20日
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第５節　法人に対する遺留分減殺請求と課税
　第１款　法人に対する遺留分減殺請求に関する課税問題についての判例
　　　　　（平成４年11月16日）
　第１節でも述べたように本判決は法人に対して行われた遺留分減殺請求
に対する課税問題につき判示したものである。ここでは、第１章で紹介し
た裁判官の判断ではなく、原告（遺留分権利者等）・被告（課税庁）の各
主張を主に検討していきたいと考える。
　まずは、原告側の主張である。原告側は、遺留分減殺請求の物権的効力
に着目し、目的物上の権利が当然に遺留分権利者に復帰するという点に着
目し、本権遺贈は遺留分減殺請求によって当該遺留分の限度で効力を失っ
て、遺留分権利者が遺留分に相当する本件土地の持分を相続によって取得
し、受遺者はこれを価額弁償により買い受けたものであるから、本件遺贈
により被相続人から受遺者に移転したのは残余の持分にすぎないと主張し
た。受遺者側も同様に、遺留分減殺請求により遺留分権利者は目的物の所
有権を取得するものであって、しかもその効力は相続時まで遡ることか
ら、本件受贈益中価額弁償金に相当する金額は本件事業年度に遡って控除
されるべきであると主張した。つまり、原告の見解としては、形成権＝物
権的効力説を前提に、遺留分減殺請求権の行使→遺留分の限度で遺贈が相
続開始時に遡って失効する→相続開始時に遡って、遺留分権利者が遺贈の
目的物に対する所有権を取得→価額弁償によって遺留分権利者に帰属した
目的物を買い受けると理論構成するものである。
　また、受遺者側の主張としては、遺留分権利者側は価額弁償金により目
的物を買い受けたとして、価額弁償金を取得原価と解し、残余部分のみが
所得税法59条の規定を適用されるとし、受遺者側は遺留分減殺請求時で
はなく、価額弁償金全額を損失として、相続時に損金算入されるものとし
た。
　一方、被告である税務署側の主張は、所得税については、受遺者は本件
土地の一部を返還するか、価額弁償を行うかを選択でき、その実行がなさ
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れるまでは遺留分権利者の権利は確定せず、価額弁償がなされた場合に
は、その時点で遺留分権利者がその価額弁償金を相続したものとし、現物
返還がなされた場合に限り遺贈による相続はなかったものとして更正の請
求が可能であると主張した。また、法人税については、遺留分減殺請求が
なされた時点では何ら課税関係に変動は生じず、価額弁償金の支払いが確
定した事業年度に価額弁償金を損金算入するべきであると主張した。つま
り、遺留分減殺請求件の行使による課税関係の変動は生じない→価額弁償
を選択した場合には、目的物が遺贈により受遺者に移転した事実に変化は
ない→価額弁償金がなされた場合には、遺留分権利者は、その時点で価額
弁償金を相続により取得する→現物返還がなされた場合には、遺留分権利
者が相続により目的物を取得し、受遺者への遺贈による譲渡は不存在であ
る（被相続人のみなし譲渡にかかる所得税については更正の請求をするこ
とができる）と理論構成するものである
（綾）
。
　第２款　みなし譲渡課税
　法人に対する遺贈を所得税法は被相続人の法人に対する譲渡とみなして
いる（所得税法59条１項１号）。そのため，遺贈した財産に増加益がある
場合に，その増加益は被相続人の所得を構成することになり，相続人はこ
れについて準確定申告をしなければならない。
　所得税法が法人に対する遺贈についてのみこのような規定を置くのは，
法人の場合，無償で資産を取得しても法人税法上の処理として時価で取得
したものとされてしまい，法人に被相続人の取得費を引き継がせて課税の
繰り延べを行うという処理ができないからである。譲渡があったとみなす
ことで被相続人の段階で当該資産の増加益に対する課税の精算しようとし
たのである。
　遺留分減殺請求権の行使時において問題になるのは、価額弁償を行った
際に遺留分に該当する部分にこのみなし譲渡について規定されている所得
税法59条１項１号が適用されるかというものである。
　ここでも、民法の通説とされている形成権＝物権的効力説を忠実に反映
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すると遺留分に該当する部分は遺留分減殺請求権の行使時に遡及的に効力
を失い、その権利は被相続人に復帰し、それを相続によって遺留分権利者
が取得すると解するので、本規定は適用されないとされる。しかし、判決
においては、このような理論構成はされずに、価額弁償がなされた際に
は、目的物が遺贈により被相続人から受遺者に譲渡されたという事実には
何ら変動がないことと解して、みなし譲渡に関する課税については、変動
すべき点はないとすることとした。このように判例と民法の通説の立場と
では差異がでている状況である。
　しかし、先に述べたように形成権＝物権的効力説においても問題はあ
り、その修正説である停止条件的理論構成を採れば、みなし譲渡について
の判例と民法の解釈においての差異も解消することができる。停止条件的
理論構成をとる場合には、現物返還がなされる場合を除き、目的物上の所
有権は、受遺者側に存することとなり、判例の言う「本件土地（目的物）
が遺贈により被相続人から受遺者に譲渡されたという事実には何ら変動が
ないこととなり、したがって、右遺留分減殺請求が遺贈による本件土地に
係る被相続人の譲渡所得に何ら影響を及ぼさないこととなる…」という理
論構成にも合致することとなる。
　第３款　遺留分減殺請求に対して現物返還を行った場合の課税
　個人への減殺請求の場合とは異なり、法人への減殺請求の場合は、相続
人への課税（みなし譲渡課税、相続税）と受遺者への課税（法人課税）と
いう二つの異なった課税関係について検討しなければならない。
　準確定申告後の遺留分減殺請求により、まず、みなし譲渡にかかる所得
税の納税義務を承継した相続人は、当初の遺贈による譲渡収入金額から減
殺請求部分の相続開始時の時価相当額を減額すべく、所得税法152条・同
法施行令274条２号に基づき２ヶ月以内に更正の請求をすることができ
る
（鮎）
。なお、更正の請求ができる相続人は、譲渡所得税の納税義務を継承し
た全相続人（包括受遺者を含む）であり減殺請求をしていない相続人のほ
か、兄弟姉妹や遺留分放棄者（民法1043条）などの遺留分権利者に含ま
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れていない相続人も含まれている。これに対して、遺留分減殺請求をした
相続人については、減殺請求部分の財産を相続により取得したものとして
その相続開始時の相続税評価額が課税価額に算入され、さらに、みなし譲
渡所得税の減額にともない債務控除額も減額となるため、これにより当初
申告した相続税額が過小となった者については修正申告をし、また、当初
相続税申告が不要となっていた者については、申告又は、期限後申告
（或）
をす
ることとなる。
　他方、受遺者側についても、遺贈時に計上された受贈益について減殺請
求部分の遺贈時（相続開始時）の時価相当額を減額することになり、その
後、実際に現物返還された時点でこの処理が確定する。この場合、法人税
の確定申告後に遺留分減殺請求を受け現物返還をした法人については、法
人税の法定申告期限から１年以内であれば国税通則法23条１項１号に基
づく更正の請求が認められている。しかし、この期間経過後であっても、
その後に減殺請求にかかる訴訟等において現物返還を命ずる判決等があっ
た場合には、同条２項１号に基づいてその確定日の翌日から２ヶ月以内に
限り更正の申請が認められている
（粟）
。
　第４款　遺留分減殺請求に対して価額弁償を行った場合の課税
　遺留分減殺請求が行われた場合に受遺者側が現物返還ではなく、民法
1041条に基づき価額弁償を行った場合についての課税問題をここでは検
討していく。
　価額弁償が行われた場合に発生する課税問題は、次の２点となる。第一
は、遺留分権利者側における課税問題。これは価額弁償金が支払われた際
にその価額弁償金に対して所得税法上の譲渡所得が課税されるかという問
題である。第二は、遺留分減殺請求をされ、価額弁償金を支払う受遺者側
である法人についての税法的問題。それは、法人が支出した価額弁償金を
どのように税法的に処理するかというものである。
　まず、第一の遺留分権利者側においての課税関係について言及する。こ
れについては価額弁償金が支払われた場合にその性質をどのように考える
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かによって結論が異なる。それは、遺留分侵害行為である遺贈（ここでは
遺留分侵害行為を遺贈に限定する）に対してどのような影響をおよぼすか
ということである。
　遺留分減殺請求の法的性質を形成権＝物権的効力説と解するならば、遺
留分侵害行為は、減殺請求を受けた時点で被相続人の死亡時まで遡及的に
効力を失い、当該権利は被相続人に復帰し、その権利を遺留分権利者が相
続することになる。この際、受遺者が当該遺留分減殺請求に対して民法
1041条に基づき、価額弁償を行うことを選択した場合、２つの考え方が
できることは、第３節に述べた通りである。どちらの考え方をとるかに
よって課税問題にも大きな影響が生じてくる。
　減殺請求により遺留分権利者に帰属した権利が価額弁償によって遺留分
権利者から受遺者に移転したものとして扱われる遺留分移転説の立場を前
提とした遺留分権利移転説
（袷）
にたつならば、課税関係は次のようになる。第
一段階として遺留分減殺請求によって遺留分侵害行為は、侵害部分につき
効力を失い、その部分の所有権については、遺留分権利者に帰属する。み
なし譲渡所得税は、減殺請求分だけされることとなる。第二段階として取
り戻した権利については相続によって取得したものであるから、その分に
つき遺留分権利者は相続税を負担することになる。第三段階としては受遺
者が価額弁償金を支払った場合には、遺留分相当部分を遺留分権利者から
取得することになるので、価額弁償金は、取得価額に計算される。第四段
階としては遺留分権利者が取得した価額弁償金については、遺留分を弁償
金と引き換えに譲渡したものと考え、遺留分権利者に通常の譲渡所得税が
課される。
　遺留分権利移転説によれば、現物返還がなされた場合には、第一・第二
段階まで行われ、実際に価額弁償金を受け取った時点で第三・第四段階に
至り、しかも、譲渡所得課税が行われるので、遺留分権利者が取り戻した
目的物を売却した際と課税の仕方は同じとなる。すなわち、現物返還がな
された場合には、減額分に対する資産の値上がり益については、遺留分権
利者の手元から当該目的物が離れたときに譲渡所得課税（またはみなし譲
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渡課税）を課すことで捕捉され、価額弁償が行われた場合には、第四段階
で遺留分権利者が被相続人から引き継いだ取得価額との差額に対して、譲
渡所得税を課すことで、資産の値上がり益を捕捉できるのである
（安）
。
　しかし、この遺留分権利移転説については、そもそも価額弁償金が遺留
分権利者の遺留分の移転に対する対価とみることができるのかという疑問
がある。それは、そもそも価額弁償金は、遺留分減殺請求に基づいて返還
請求がなされたに対し、受遺者等が民法1041条に基づき金銭によって返
還請求に応じたというものであり、ここに遺留分との対価性を見いだすこ
とはできないのではないだろうか。
　次に減殺請求により遺留分権利者に帰属した権利は価額弁償によって相
続開始時に遡って消滅し、当該権利は相続開始の時点で被相続人から受遺
者に直接移転したものと扱われる遺贈復活説の立場を前提とする遺贈効果
復活説
（庵）
にたつ場合である。判例の理論構成は、この見解にたつものと考え
られる。課税関係は次のようになる。第一段階と第二段階は遺留分権利移
転説の立場にたった場合と同様になる。また、現物返還が行われた場合の
課税についても前述した遺留分権利移転説の場合と同様になる。しかし、
第三段階になると遺贈の効果が遡及的に復活するのだから、遺贈の効力に
は何の変動も生じないと捉え、みなし譲渡所得税についても変動は加えら
れない。したがって、資産としての値上がり益もすべて捕捉される点が長
所となる。しかし、第一段階の処理が覆るのであるからいったん減額して
更正したものを、さらにまた更正するという二度手間になってしまう。こ
れを防ぐには、紛争の決着がつくまで課税関係をすべて棚上げにする必要
がある。
　以上が、形成権＝物権的効力説に基づいての価額弁償金に関する課税関
係であるが、本稿の第２節で挙げた請求権説や形成権＝物権効力説の停止
条件的理論構成を採った場合、遺留分侵害行為の効力は、有効に存在した
ままであるか、あるいは現物返還がなされるまでは有効であるという理論
構成がとられているため、先に述べたような問題はないのである。この場
合においては、遺贈は復活するのではないが遺贈効果復活説の考え方と同
（378）
98
様に考えられ、同説の第三段階からの課税関係となってくるのである。
　また、遺贈効果復活説において問題となるのは、相続時開始時から価額
弁償時までに資産の値上がりがあったような場合の扱いである。論理的に
は、相続開始時の遺留分相当額が相続税の対象となると解さなければなら
ないはずだが、遺贈効果復活説では、値上がり益まで含めて相続税を課す
こととなる。この不都合については、代償分割と同様に値上がり益を減算
するべきであるとする解釈もあるが、そうだとすると、相続開始時から価
額弁償時までの値上がり益が課税されないことになる。これを防ぐために
は、価額弁償金に対してそのすべてを相続税の課税対象とするのではな
く、価額弁償金を二段階に分けて、相続開始時の遺留分相当額に対しては
相続税を、相続開始時から価額弁償時までの値上がり益につき譲渡所得税
を課すといった処理もありうるかもしれない
（按）
。
　価額弁償金については、代償分割の代賞金との整合性の問題もある。判
例では、代償分割は資産の譲渡ではなく、代償金を支払った相続人が被相
続人から相続開始時に当該資産を直接承継したものとして扱い、代償金を
取得費として控除することは認めないとした
（暗）
。遺産分割の遡及効に忠実な
解釈を採り、代償分割を相続分の移転とは捉えていない。その意味では、
価額弁償を遺留分の移転とは捉えていない最高裁平成４年11月16日判決
の遺贈効果復活説との合理性があるといえるのである
　次に問題となるのは、②の遺留分減殺請求をされ、価額弁償金を支払う
受遺者側である法人についての税法的問題である。それは、法人が支出し
た価額弁償金をどのように税法的に処理するかというものである。ここで
も、価額弁償金が遺贈にどのような影響を与えたかによってその扱いは２
種類に分けられる。
　まずは、遺留分権利移転説の立場を前提とした価額弁償金取得原価説で
ある。この考え方は、遺留分減殺請求により受遺者が減殺請求部分の権利
を失ったことは価額弁償をすることによっても何ら影響を受けることはな
く、遺留分減殺請求時に現物返還と同様に遺贈時に計上された受贈益につ
いて、減殺請求に該当する部分は遺贈時の時価相当額を減額することとな
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り、その後、価額弁償金を支払った時点で受遺者が遺留分権利者から遺留
分減殺請求によって返還した目的物を有償取得したことになり、その価額
弁償金を目的物を取得するための取得原価として計上するという扱いをす
るものである
　次に遺贈効果復活説の立場を前提とした価額弁償金損金説である。この
考え方は、価額弁償金が支払われることによって遺贈の効果は、遡及的に
復活し、遺贈に何ら影響を及ぼさないのであるから、遺贈時に計上された
受贈益は減額されず、価額弁償金として支出された金額は、損金として計
上するという扱いをするものである。この立場は、価額弁償金をいつ損金
として計上するかによって、さらに細分化することとなる。それは、価額
弁償金を支払った時に損金として計上する「支払時損金計上説」、価額弁
償金の確定時に損金として計上する「確定時損金計上説」、遺留分減殺請
求時に損金として計上する「減殺請求時損金計上説」、相続時まで遡り損
金に計上する「相続時損金計上説」である。
　遺留分減殺請求の法的性質を形成権＝物権的効力説と解し、また、価額
弁償金の性質を遺留分権利移転説と解するならば、その権利の変動に忠実
であり、資産の値上がり益をも正確に捕捉しうる「価額弁償金取得原価
説」による取り扱いが妥当と考えられる
（案）
。
　しかしながら、そもそも前提となる形成権＝物権的効力説は民法上にお
いても問題があり、形成権＝物権的効力説を停止条件的理論構成としたも
のとすれば、価額弁償金を払うことによって遺留分を買い受けるとの理論
構成はできなくなる。なぜならば、遺贈は現物返還がなされるまではその
効力を有しており、価額弁償金が支払われた場合においては、被相続人か
ら移転した権利は何ら変動することなく存続すると構成されているからで
ある。
　よって、価額弁償金の課税問題についてもその支払いに要した金額は、
損金として処理される価格弁償金損金説と解するのが妥当であると考えら
れる。また、その計上時期についてであるが、法人税法のもとでの債務確
定主義（法人税法22条３項）と現物返還義務の消滅にかかる民法上の学
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説・判例
（闇）
に鑑みると支払時損金計上説が妥当であると考えられる。
　以上のように、受遺者側においては、遺贈効果復活説の立場と解し、価
額弁償金に対しては相続税を課税し、受遺者側の法人においては、価額弁
償金損金説の立場を採り支払時損金計上説と解し、その価額弁償金につい
ては支払時に損金計上されると解するのが妥当であると考える。
註
（38）占部裕典「遺留分減殺請求権行使における租税法と民法の交錯―最高裁平
成４年11月16日判決を素材にして―」税法学541号３頁
（39）東京地判平成２年２月27日
（40）「期限後申告」とは、期限内申告書を提出すべき義務のある者は、期限内申
告書の提出期限後においても、税務署長の課税価格および相続税額又は贈与
税額の決定の通知があるまでは、相続税申告書又は、贈与税申告書を提出す
ることができる。相続又は遺贈によって財産を取得した者で、相続の開始又
は遺贈のあったことを知った被の翌日から10 ヶ月以内に期限内申告書の提出
の義務がなかったが、その後遺留分による減殺の請求があったなどの一定の
事由があり、新たに納付すべき相続税額があることとなった者は、期限後申
告書を提出することができるという制度である。
（41）泉純平　前掲注32
（42）「遺留分権利移転説」を支持するものとして、占部裕典　前掲注38、三木義
一「叢書民法総合判例研究　相続・贈与と税」86頁以下（一粒社・2000年）
二宮周平「遺留分減殺請求と税―民法の立場から―」339頁以下 久喜忠彦編
「遺言と遺留分・第２巻遺留分」（日本評論社・2003年）がある。
（43）二宮周平　前掲注42
（44）遺贈効果復活説を支持するものとして、田川博「判例研究」税経通信46巻
７号209頁、垂井英夫「遺留分減殺請求に伴う課税関係―最近の裁判例から
―」税研８巻46号23頁がある。
（45）二宮周平　前掲注42
（46）最判平成６年９月13日判時1513号97頁
（47）占部裕典　前掲注38
（48）最判昭和54年７月10日民集33巻５号562頁
むすびにかえて
　最高裁は遺留分減殺請求の課税関係について民法の通説である形成権＝
物権的効力説の適用を回避している。確かに理論的には、形成権＝物権的
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効力説の立場にたつことが課税関係として優れているように感じられる。
しかし、形成権の性質に鑑み、請求時に遺留分相当分の持分を遺留分権利
者が取得すると解するならば、それに基づき課税関係を調整する必要があ
る。そして、その後に現物返還や価額弁償で具体的取得金額が変動するこ
とも十分考えられるので、その段階において更に課税関係の調整を行う必
要も生じてくる。そして、請求時に課税関係の調整を行うことは、現実に
権利の移転が行われておらず、税の負担を担うだけの能力が増加していな
い場合もあり問題があると筆者は考える。
　このように考えるならば最高裁が平成４年11月16日の判決において示
したように、遺留分減殺請求時点での課税を棚上げにして、価額弁償時に
当初の遺贈が復活すると解して課税関係を簡明にし、かつ、価額弁償金の
受領者における譲渡課税の発生を回避したものも、合理性を有していると
考えられる。しかも、先に述べたように、このような課税を行うことに
よって、遺留分減殺請求時に税の負担の能力が得られていない者に対して
課税がなされることも回避できる。
　形成権＝物権的効力説は、民法の通説であると同時に、判例としても確
立されたものでもある。つまり、最高裁は、民法上においては形成権＝物
権的効力説の立場にたち、課税関係においては形成権説の立場にたちなが
らも物権的効力説の貫徹を回避している状況である。
　このような最高裁における理論の矛盾は、私人間の権利関係を規律する
民法において権利者の保護を目的としての理論展開がなされ、その権利が
確定することによって生じる次の段階である、課税関係の問題を視野に入
れていなかったことによって生じたものではないのではないだろうか。こ
のことは民法の解釈における段階で関連する法律を視野に入れて検討する
ことが重要であることを示しているのではないか。
　本稿において筆者は、民法において遺留分減殺請求の法的性質について
の諸学説を検討し、形成権の立場にたつことの必要性や形成権＝物権的的
効力説についての問題点を検討し、その修正説として形成権＝物権的効力
説を停止条件的理論構成とするものを展開した。これは、民法において形
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成権＝物権的効力説の問題点の解決することをもとに検討したものである
と同時に、租税法との関係も同時に検討したものである。
　民法は、私人間の権利関係の確定を規律する一般法という性質を担って
いる以上、その後、その権利関係の確定に基づき移転する目的物に対する
課税等の付随する法律の視点においても検討が加えられるべきであり、そ
れらを総合的に検討していくことによって、理論的な解釈ではなく市民社
会に適合した法解釈ができるのではないかと考える。
（373）
